
【地方創生先行型交付金事業】
① ② ③

事業費

(千円) 指標 指標値
目標
年月

実績値

1
津久見市総合戦略
策定事業

9,898

石灰石産業や多様な水産業、かんきつ類を中心とした農業生産、観
光施設等の地域資源を有する津久見市の特性を踏まえ、雇用の創出
や人口還流、及び経済の好循環による地域の活性化を生み出す「津
久見市総合戦略」の策定に必要かつ専門的な調査を実施（人口ビ
ジョン策定）した。

　総合戦略で策定した３つの基本目標
を柱として、今後の少子高齢化・人口
減少社会対応に特化した施策の展開を
図りたい。

2 若者雇用創出事業 63
津久見市では過疎化・少子高齢化が著しく進行しており、若年労働
力の確保が課題となっていることから、１市１高である大分県立津
久見高等学校等を対象に、地元定住につながる講演会を開催した。

高卒者の管内(臼
津地域)就職者数

45人 H28.3 40人

　今後も、NO.13の地域密着型人材育成
支援事業とあわせ、津久見高校の育成
支援のための事業等を展開し、若年労
働力確保、定住促進につなげていきた
い。

3
移住就農者促進事
業

6,000

津久見市では古くからみかんの栽培が盛んであったが、高齢化や後
継者不足などによる耕作放棄地が年々増加していることから、移住
就農者による耕作放棄地の解消を図るため、「津久見市農業再生協
議会」が行う農地の整備や苗木の購入、植付等に係る経費に対する
支援として助成を行った。

移住就農者数 3件 H28.3 0件

　これまでに、新規就農者用に２箇所
の耕作地を準備している。今後は、他
県での就農相談会への出展や、各種研
修制度を活用し新規就農者の確保を
行っていきたい。

4
高付加価値農業推
進事業

2,000

津久見市は国指定天然記念物の「尾崎小ミカン先祖木」を有するな
ど、みかん栽培の歴史は800年以上と古く、高品質なものも多いこ
とから、栽培の歴史を活かしたブランド化の推進や加工品の開発、
販路拡大の取組等が行われているほか、近年栽培が増加している山
椒についても、ブランド化等の取組が行われている。本事業におい
て「津久見市農業再生協議会」が取り組むこれらの活動の経費に対
する助成を行い、産品の高付加価値化を図った。

新商品の開発等
の取組に関する
案件

2件 H28.3 4件

　今後も、津久見高校商業科や民間事
業者との連携による商品化などを展開
するとともに、地域ブランドの構築や
消費拡大のイベント等を通じて柑橘産
地復活を図り、山椒など新たな産品の
開発等に取り組んでいきたい。

5
食品産業地域連携
推進事業

10,000

津久見市には豊富な水産資源と農産資源等、魅力的な食材が多数あ
り、その多くが加工品として販売されている。本事業では、それら
の加工品の域外市場ニーズに対応するため、食品加工等を行う事業
者に対し、大分県と連携して製造機械の導入支援（補助割合： 市
１/２、県１/２）を行った。

導入事業者の売
上(導入前との比
較)

5％ H28.3 -

　本事業は単年度で終了したが、今年
度からの「ものづくり産業地域連携事
業」など県の事業等を今後も活用しな
がら、市内事業者の育成・支援に取り
組んでいきたい。

6
地域資源を活用し
た周遊観光振興事
業

9,806

津久見市には、宇宙塵（うちゅうじん）等世界的にも貴重なジオ資
源や天然記念物の文化財、その他観光施設など貴重な地域資源があ
るにもかかわらず、現時点ではそれぞれが点であり、市全体の地域
資源が有機的に機能していないため、線で結ぶ周遊ルートの作成や
新たな地域資源の掘り起こし、誘客事業等を行った。
（地域資源の案内等に係る取組、周遊活性化対策協議会への助成）

観光入込者数 30万人 H28.3 30万人

　今年度策定予定の「観光戦略」を基
に、これまでの事業の発展継続や、新
たな地域資源の発掘等に取り組んでい
きたい。

今後の方針等
No 交付対象事業の

名称
事業の概要

本事業における重要業績評価指標（KPI）

④
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7
おおいた子育て
ほっとクーポン活
用事業

1,595

津久見市では、子育て家庭の心身や経済的な負担の軽減を図り、希
望どおり出産、子育てができる社会経済環境を実現することを目的
に、大分県と連携して就学前児童のいる家庭に子育て支援サービス
に利用できるクーポン券を配付することにより、制度の周知・利用
促進を行った。

子育て支援サー
ビスを知ってい
る人の割合

64％ H28.3 -
　新たな市の独自サービスの展開を行
うなど、子供をうみ育てやすい環境づ
くりに取り組んでいきたい。

8
出産・子育て支援
事業

2,147

津久見市では、少子高齢化が進んでおり、年間の出生者数が約100
人程度となっているが、誰もが安心して子どもを産み育てる環境を
整備する必要があることから、妊娠に支援が必要な方に対して、経
済的な負担を軽減するため治療に係る費用を助成したほか、幼児の
口腔ケアの助成や健康状態のデータ整理を行い、乳幼児の健康増進
を図った。

不妊症・不育症
の治療に係る相
談件数

フッ素塗布券の
利用者数

10件

30人

H28.3

H28.3

6件

11人

　新たなサービスの検討を含め、引き
続き出生者数の増加及び乳幼児の健康
増進を図りたい。

9 移住促進事業 4,240

津久見市は温暖で自然災害も少なく、自然豊かな町であるととも
に、基幹産業である石灰石産業を中心とした雇用の場があるにもか
かわらず、転出超過により、人口減少が著しいことから、大分県と
連携し、県外からの移住者への助成等の移住促進支援に取り組ん
だ。また、若い世代の経済的負担を軽減するべく、新婚・子育て世
帯に家賃を助成、定住促進を図った。

移住・定住につ
いての具体的な
相談者数

移住件数

60件

7件

H28.3

H28.3

34件

5件

　平成28年度に補助要件の見直しを実
施。今後も拡充を含め検討し、更なる
移住・定住者数の確保を図りたい。

10
地域防災力強化事
業

6,210

津久見市において、近い将来発生が予測されている南海トラフ巨大
地震や、巨大化する自然災害から住民の生命を守るには、地域の防
災力の強化は必要不可欠である。そのため、入団離れが進んでいる
消防団の装備品を強化し、地域防災の担い手の中心である消防団員
を確保を図ったほか、自主防災会の活動支援や住民一人ひとりの防
災意識の高揚や、自主防災組織の活性化を図った。

消防団員の増員
数

市内合同避難訓
練の参加者数

10人

4,200人

H28.3

H28.3

-6人

3,900人

　今後も「津久見市地域防災計画」に
基づき、本市における防災対策の充実
を図りたい。

11
地域の元気推進事
業

5,721

津久見市は、国保加入者、協会けんぽ加入者ともに一人当たりの医
療費が他市と比較しても著しく高く、人口の自然減及び地域コミュ
ニティの衰退にもつながっている状況である。そこで、少しでも健
康寿命を延伸させ、人口の自然減に歯止めをかけるとともに、地域
に活力を与える人づくりを行うことを目的に、市民が気軽に運動す
るきっかけをつくる「健康マイレージ制度」や、ウォーキングコー
ス・スポーツ器具等を導入し、自発的な運動を促進する環境の整備
を行った。

人口の自然減の
数

170人 H28.3 178人
　今後も事業を展開し、引き続き健康
のまちづくりの展開を図りたい。
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12
将来を担う人づく
り事業

2,684

少子化が著しい津久見市において、地域の活性化には人づくりが大
変重要である。将来の津久見市を担う人づくりのためには児童期の
多様な経験が重要となるが、保護者にとっても、教育環境の充実は
定住にかかわる大きなテーマでもある。そのため、津久見市を担う
人材育成と地域コミュニティの活性化促進を目的に、留学生との交
流による国際交流の推進や、地元「津久見市」の学習に特化した授
業の推進、特別な支援が必要なこどもに対しても十分なフォローが
できる環境整備を行った。

特色ある教育の
満足度

70点 H28.3 90点

　今後も、国際交流機会の充実を図る
とともに、特別支援教育についても、
児童・生徒のニーズに応じた対応を
行っていきたい。

13
地域密着型人材育
成支援事業

1,074

津久見市においては高等学校が１市１校の状況であり、その唯一校
である「大分県立津久見高等学校」の活動は地域の活性化には必要
不可欠なことから、高校生が主体となって地域と連係した商業・ス
ポーツ・学習等の取組を行う「津久見高校地域振興協議会」に対し
て支援を行い、地域活性化及び高校の魅力アップによる津久見高等
学校への進学者数の増加を図った。

高校生が参加す
る地域イベント
等の回数

地元中学校から
の進学者の割合

7回

40％

H28.3

H28.3

14回

44％

　H28高校一次入試当初志願において、
新設校となって初めて定員を超える応
募があった。今後も継続して事業を実
施し、更なる高校との連携強化を図り
魅力向上に努めたい。

14
まちづくり協議会
助成事業

0

津久見市では少子高齢化の進行が著しく、年々地域コミュニティの
活力が失われつつある状況である。これまで通りの行政主体のまち
づくりの手法では、地域の活性化には限界があり、市民主体のまち
づくりが求められていることから、市民自らの提案による地域活性
化を促すため、自治会等まちづくり団体の地域活性化に資する取組
への支援を計画した。

まちづくり事業
の提案件数

3件 H28.3 0件

　平成28年度から「まちづくり推進事
業補助金」として事業を見直し、市内
各団体からの提案事業として再構成。
　今年度は６団体からの提案事業を実
施し、来年度以降更なる拡充を図りた
い。

15
住宅ニーズ調査事
業

3,750

津久見市では人口減少が進んでいるが、とりわけ社会動態による人
口減が著しく、その大半を占めるのが生産年齢人口世代の減、中で
も、大分県内での移動が７～８割となっている。また、平成22年の
国勢調査では、市外からの就業者、通学者数は2,485人、特に隣接
する市が1,467人と大半であり、多くの就業者が市外に住居を構え
ている状況である。その一方で、市内には空き家が多く点在してお
り、住宅の需要供給のマッチングが図られていないことが、人口の
社会減の一つの要因として考えられる。このような状況に際し、人
口の社会減の抑制及び定住促進のために今後展開していく住宅施策
の検討材料として、市民及び市外からの通勤者等を対象に住宅ニー
ズに関する調査を実施した。

調査報告書作成

人口減少率の水
準(平成27年度
比)

1件

50%

H28.3

H32.3

1件

-

　今回の住宅ニーズ調査結果を受け、
津久見に住み続ける、津久見に移住す
ることを可能にするニーズに沿った定
住支援制度の充実や、住宅整備の促進
を図りたい。
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